規模企業のモデル就業規則実例

■第1章　総則

（目的）

第1条

この規則は、株式会社Ａ社（以下「会社」という）の社員の就業に関する事項を定めたものです。

2

社員の就業に関し、この規則に定めのない事項は、労働基準法（以下「労基法」という）その他法令の定めるところによります。

（規則遵守の義務）

第2条

会社および社員はこの規則を遵守し互いに協力して会社の発展に努めなければなりません。

（社員の定義）

第3条

この規則で社員とは、第２章で定めるところにより正規の手続きを経て採用され、第８条に定める試用期間を終え、社員に任用された者をいいます。

（適用）

第4条

この規則は、第３条に定める社員に適用します。

2

臨時従業員、パートタイム従業員および嘱託については別に定めるところによります。

第2章　人事

■第1節　採用

（採用）

第5条

会社は、入社を希望する者の中から選考試験に合格した者を社員として採用します。

（入社志願書等）

第6条

社員として採用を希望する者は、次の書類を定められた期日までに会社に提出しなければなりません。

(1)自筆による履歴書

(2)写真(最近３ヵ月以内に撮影したもの)

(3)卒業（または、卒業見込）証明書

(4)最終学校成績証明書

(5)健康診断書

(6)前各号の他、人事管理に必要な書類

2

上記の提出書類の一部を省略する場合があります。

（採用決定者の提出書類）

第7条

新たに採用された者は会社の要求する書類等を速やかに提出しなければなりません。

（試用期間）

第8条

新たに採用された社員は、入社の日から３ヵ月間を試用期間とし、試用期間を満了した者を社員とします。

2

ただし、試用期間中に本人の健康状態、技術、勤務成績等を審査し、不適格と認めたとき、または無届欠勤４日以上に及ぶときは採用を取り消す場合があります。

3

試用期間は、勤続年数に通算します。

（提出書類変更届出の義務）

第9条

第6条および第7条に定める提出書類記載事項のうち、次の各号のひとつに変更を生じたときは、遅滞なくこれを会社に届け出なければなりません。

(1)現住所、電話番号

(2)本人の氏名

(3)通勤方法

(4)学歴

(5)会社の業務に関係ある資格・免許等

(6)家族構成

(7)前各号のほか、人事管理に必要な書類

■第2節　職場異動

（職場異動）

第10条

会社は、業務上必要と認めた場合は、職場（地位・勤務等）の異動を行ないます。社員は正当な理由なく職場異動を拒むことはできません。

（職場異動上申）

第11条

各所属長は、部下の職場異動に関する意見を必要のつど、順序を経て審査委員長あて上申しなければなりません。

■第3節　休職

（休職の理由）

第12条

社員が次の各号のひとつに該当するときは、休職を命じます。

(1)私傷病による欠勤が２ヵ月に達したとき

(2)懲戒処分を受けたとき

(3)起訴され、就業させることが不適当と認められたとき

(4)その他休職させることが適当と認められたとき

（社員の休職期間）

第13条

社員の休職期間は次のとおりとします。

(1)公傷病の場合

労基法による災害補償の受給期間

(2)私傷病の場合

a.一般疾患のとき

勤続5年未満　1年

勤続5年以上　1年6ヵ月

b.腫瘍性および結核性疾病のとき

勤続5年未満1年6ヵ月

勤続5年以上2年6ヵ月

(3)その他の必要と認められた期間、ただし原則として12ヵ月以内

（休職期間の変更）

第14条

社員が休職中においても状況により休職期間を変更する場合があります。

2

復職後30日以内に同一事由により再び長期欠勤する場合は、その前後の休職期間を通算します。

（休職期間中の賃金）

第15条

社員の休職中の賃金については、次のとおりです（表1－1）。

表1－1

	区分
	休職事由
	休職中の賃金

	(1)
	公傷病のとき
	労基法の定めるところによります

	(2)
	私傷病のとき
	健保法の定めるところによります

	(3)
	自己都合のとき
	無給

	(4)
	公職に就任したとき
	無給

	(5)
	起訴され就業させることが不適当と認められたとき
	無給

	(6)
	その他休職を適当と認められたとき
	無給


（復職）

第16条

休職中の社員が休職期間満了前に休職事由が消滅したとき、本人の希望があれば直ちに復職させます。ただし、前職務と異なる職務に就かせる場合があります。

（復職願の提出）

第17条

休職中の社員が復職しようとするときは、復職願を提出して、復職命令を受けることが必要です。
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傷病により休職中の者が、復職または臨時に勤務するときは、会社の指定する医師の診断書を添えて復職願を提出しなければなりません。

（休職期間中の勤続年数）

第18条

休職期間に関する勤続年数の取扱いは、原則として、次のとおりとします。

(1)公傷病の場合、その全期間を勤続年数に算入します。

(2)私傷病その他の場合は、原則として、勤続年数に算入しません。

■第4節　表彰および懲戒

（目的）

第19条

会社は、明朗にして規律ある職場環境を維持向上させるために、公正に社員の表彰および懲戒を行ないます。

（表彰区分）

第20条

会社は、次の区分により社員を表彰します。

(1)永年勤続表彰

ａ.勤続満5年、10年、15年、20年、25年に達した永年勤続者

ｂ.表彰は原則として創立記念日（11月21日）に行ないます。

（2）皆勤表彰

ａ.皆勤者　1年間無遅刻無欠勤の者

（3）提案表彰　開発提案に対して行ないます。

（提案表彰の方法）

第21条

提案表彰は、開発提案規則等に定められた方法により行ないます。

（懲戒の決定）

第22条

会社は、第23条の区分により、審査委員会の審査を経て、社員会の同意を求め、社員の懲戒を行ないます。

（懲戒の種類および軽重）

第23条

懲戒の種類および軽重は次のとおりとします。

(1)訓戒　始末書をとり将来を戒めます。

(2)減給　始末書をとり将来を戒めて、１回の額が平均賃金日額の1/2以内、総額が一賃金支給期間における賃金総額の1/10以内を減額します。

(3)出勤停止　始末書をとり将来を戒めて、役職位を降格し、7日以内出勤を停止、その期間中の賃金は支給しません。

(4)諭旨退職　本人を説諭の上退職届を提出させ、即日退職させます。ただし通告を受けた日を含めて3日以内に退職届を提出しないときは、懲戒解雇とします。

(5)懲戒解雇　予告期間を設けず即日解雇します。ただし所轄の労働基準監督署長の認定を受けるものとします。

（懲戒基準）

第24条

懲戒の基準は次のとおりとします　（表1－2）。

	懲戒区分
	懲戒事項
	懲戒解雇
	論旨退職
	出勤停止
	減給

	会社内の秩序風紀
	1）会社または上司の指示に従わないとき
	○
	
	
	

	
	2）1）の軽度なとき
	
	
	○
	

	
	3）会社の業務または他人の業務を妨害したとき
	○
	
	
	

	
	4）3）の軽度なとき
	
	
	○
	

	
	5）会社風紀を乱したとき
	
	
	○
	

	
	6）5）の軽度なとき
	
	
	
	○

	勤務状況
	7）勤務上の遵守事項に違反したとき
	
	
	○
	

	
	8）勤務に関する手続きあるいは申告を偽り自己利益を図ったとき
	
	
	○
	

	
	9）8）の軽度なとき
	
	
	
	○

	
	10）注意を受けたにもかかわらず勤務状態不良のとき
	
	
	
	○

	
	11）会社からの連絡にもかかわらず無届欠勤が１ヵ月以上に継続あるいは断続して１０日に及ぶとき
	○
	
	
	

	
	12)勤務に対する熱意、誠意に欠け勤務上の小事故を発生させたとき
	
	
	
	○

	
	13)良識を失った職務怠慢または職務放棄行為があったとき
	
	○
	
	

	
	14)13)の軽度なとき
	
	
	○
	

	公序良俗
	15)刑罰法規に違反する行為があったとき
	○
	
	
	

	
	16)15)の経度のとき
	
	
	○
	

	
	17)破廉恥または粗暴な行為があったとき
	
	○
	
	

	
	18)17)の経度なとき
	
	
	○
	

	
	19)重大な経歴を偽り、その他の不正な方法を用いて採用されたとき
	○
	
	
	

	
	20)会社の許可を受けずに他に雇い入れられたとき
	○
	
	
	

	
	21)会社の許可を受けずに自家営業を営み不都合と認められるとき
	
	○
	
	

	
	22)会社の金銭・物品等を持ち出したりあるいは不正所得したとき
	○
	
	
	

	
	23)22)の軽度なとき
	
	
	○
	

	
	24)会社の金品を流用して自己の利益を図ったとき
	
	○
	
	

	
	25)24)の軽度なとき
	
	
	○
	

	
	26)公私のけじめをつけず、会社の金品を消費したとき
	
	○
	
	

	
	27)26)の経度なとき
	
	
	○
	

	
	28)不正手続きまたは虚偽の報告によって会社を欺いたとき
	
	
	○
	

	
	29)職務怠慢または過失によって業務に支障をきたしたり会社に損害を及ぼしたとき
	
	
	○
	

	
	30)29)の軽度なとき
	
	
	
	○

	
	31)故意または悪意によって会社の機密を漏らしたとき
	○
	
	
	

	
	32)職務怠慢または過失によって会社の機密を漏らしたとき
	
	○
	
	

	
	33)32)の軽度なとき
	
	
	○
	

	
	34)職権乱用または越権行為があったとき
	
	
	○
	

	
	35)34)の軽度なとき
	
	
	
	○

	
	36)職務怠慢または過失によって災害を発生させたとき
	
	○
	
	

	
	37)36)の軽度なとき
	
	
	
	○

	
	38)管理能力の及ぶ範囲において事故を発生させたとき
	
	○
	
	

	
	39)懲戒を受けた後にも改まらず懲戒該当の行為があったとき
	○
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前項各号における軽度なときとは、悪質といえないとき、会社に及ぶ損害支障が小さいとき、および再三に及ばずかつ繰り返されるおそれが少ないときをいいます。

（未遂）

第25条

懲戒該当の行為を企図し、あるいは未遂に終わった場合でも前条に準じて懲戒します。

（情状酌量）

第26条

懲戒該当行為の背景に特に考慮すべき事情があるか、または改善の行為が明らかに認められる場合は、懲戒を軽減し、あるいは免じて第23条１号の訓戒にとどめることがあります。

（損害賠償）

第27条

社員が会社に損害を与えた場合、弁償することを原則とします。

■第5節　解雇、定年、退職

（解雇）

第28条

会社は次の各号のひとつに該当するときは社員を解雇します。

(1)身体または精神の障害により業務に耐えられないと認められたとき

(2)老衰その他の事由により能率が著しく低下したとき

(3)就業状況が著しく不良で、就業に適しないと認められたとき

(4)業務の縮小または廃止その他やむを得ない業務の都合によるとき

(5)その他会社の都合によりやむを得ない事由があるとき

（解雇の予告）

第29条

前条により解雇するときは30日前に本人へ予告するかまたは、労基法に規定する平均賃金の30日分に相当する予告手当を支給して行ないます。この場合の予告日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮します。ただし、試用期間中の者で入社後14日を経ていない者には適用しません。

（注）労基法第20条および21条を参照

（解雇制限）

第30条

次の各号のひとつに該当する期間は解雇しません。ただし,第１号の場合において療養開始後３年経過しても疾病が治らないで打切補償を支払った場合（法律上支払ったとみなされる場合を含みます）は、この限りではありません。

(1)社員が業務上負傷し、または疾病にかかり療養のために休業する期間およびその後30日間

(2)女子が出産のため産前６週週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）、産後８週間休職する期間およびその後30日間

（定年退職）

第31条

定年退職は次の区分のとおりとします。

(1)一律定年制

社員の定年年齢は満60歳とし定年に達した月の末日をもって自然退職とします。

(2)選別定年制

一律定年後の者でも、健全な精神および体力があり、かつ、働く意欲が十分あると認められる場合は、嘱託として再雇用されます。その者は、満65歳に達した月の末日をもって選別定年制該当者として退職とします。

（一般退職）

第32条

社員が次の各号のひとつに該当するに至ったときは、その日を退職の日とし、社員としての身分を失います。

(1)本人の都合により退職を願い出て会社の承認があったとき、または退職願提出後14日を経過したとき

(2)休職を命ぜられた者が復職させられず休職期間が満了したとき

(3)死亡したとき

（退職願）

第33条

社員が退職しようとする場合は、少なくとも14日前までに所属長を経て退職願を提出しなければなりません。

2

前項の規定により退職願を提出した者は、会社の承認があるまで従前の業務に服します。ただし、退職願提出後14日を経過した場合は、この限りではありません。

（退職者の義務）

第34条

社員の資格を失ったときは、身分証明書、健康保険被保険者証その他会社から貸与されたものを速やかに返納しなければなりません。

■第3章　服務心得

第1節　通則

（服務の心得）

第35条

社員は、常に健康に留意し、相互の人格を尊重して、明るい職場を築くとともに、業務に関しては会社の方針および諸規定・諸規則を守り、所属長の指示命令に従い、自己の業務に専念しなければなりません。

（意見具申）

第36条

社員は、業務上有益な意見を積極的に具申し、絶えず研究心を盛んにし、創意工夫により能率の増進と技術の改良を図るように努めることが必要です。

（団体結成の届出義務）

第37条

社員が団体を結成する場合は、その責任者または発起人は、遅滞なく次の事項を所属長を経由して会社に届け出て承認を得なければなりません。

(1)名称

(2)目的

(3)所在地

(4)結成年月日

(5)規約

(6)責任者の氏名

(7)連絡先

(8)構成員数

(9)構成員の氏名

2

前項各号に変更があった場合、解散する場合も同様とします。

3

本条にいう団体には、労働組合は含みません。

第2節　会社財産の雑則

（会社財産の維持義務）

第38条

社員は、次の各号を守り、常に会社財産の管理保全に努めなければなりません。

(1)会社の施設、機械、器具、什器その他の備品を大切に取り扱い、原材料、燃料、動力その他の消耗品を合理的に使用し、製品および保存書類等はていねいに取り扱い、その保管を厳重にすること

(2)機械器具その他設備および備品の故障、破損、紛失を発見したときは直ちに所属長に届け出ること

(3)会社の施設や物品は、特に認められた場合のほか、一切私用に供さないこと

(4)会社の物品を隠匿し、または持ち出さないこと

（会社の施設の利用）

第39条

社員が業務外の目的で、会社の構内・施設を使用するときは、所属長を経て会社の許可を受けるものとします。

2

前項により会社の構内・施設を利用した社員は、使用後遅滞なく原状に回復しておかなければなりません。

（会社利益の擁護義務）

第40条

社員は、常に次の各号を守り、会社の利益を図るように努めなければなりません。

(1)社員としての品位を保ち、会社の名誉を害し、信用をを傷つけるような言行を謹むこと

(2)社員は、会社の指示した秘密事項を、自己の担当たると否とを問わず一切外部に洩らさないこと。ただし、証人などとして秘密事項を発表しなければならないときは、所属長を経て会社の許可を受けること

(3)会社の施設、機械器具、製品などを撮影模写し、もしくは他人にさせようとするとき、または事業場を他人に見学させようとするときは、あらかじめ所属長を経て会社の許可を受けること

(4)業務に属する事項について、会社の許可なく特許その他の出願をし、または著作・講演などをしないこと

（地位利用の禁止）

第41条

社員は、会社業務に関し、職務上の地位を利用して、会社と取引する者から、金銭・物品・供応などの利益を受け、またはこれを要求し、もしくは約束し、あるいはその行為の仲介をしてはなりません。

（携帯品検査の受認義務）

第42条

会社は、社内の正常な秩序維持を行なうため、守衛または会社が特に命じた者に、社員の入出門の際の所持品の検査を実施させて、不適当と認めた場合は、保管または没収させることがあります。

2

検査を行なう際には、検査の理由を告げ、原則として、社員の同意を得るなど、人格を傷つけないように努めることとし、検査を受ける者は、これに協力しなければなりません。

（兼業禁止、競業避止義務）

第43条

社員は、他の会社・団体の役員または従業員となり、あるいは営利を目的とする業務に従事しようとするときは、あらかじめ、所属長を経て会社の承認を受けることが必要です。

2

社員は、退職後１年間は、会社の承認を得ないで会社と同一種類の会社に就業し、あるいは自己の名による営利を目的とする業務に従事してはなりません。ただし、それによって会社が重大な障害を受けない限り、会社は承認するものとします。

（自家用車の業務使用禁止）

第44条

社員は、自家用車を会社業務に使用してはなりません。ただし特別の事情により、所属長を経て、会社に届け出て許可を受けた場合は、この限りではありません。

（非常災害時の勤務）

第45条

社員は、会社に火災その他非常事態が発生したときは、就業時間外でも出勤し、所属長の指示に従わなければなりません。

2

非常災害時において必要あるときは、災害防止のため、日常業務以外の業務に従事させることがあります。

3

会社は前２項により、社員を勤務させるときは、あらかじめ所轄の労働基準監督署の許可を受け、もしくは事態急迫のため、その許可を受ける暇がないときは、事後遅滞なく届け出なければなりません。

■第3節　就業規律

（服従義務）

第46条

社員は会社から配置・異動・出向・出張・社外勤務・宿日直などを命じられたときは、正当な理由のない限り、これを拒むことはできません。

2

所属長は、所属員を指揮監督をして所属業務の完全な遂行に努めるものとし、社員はその指示に従い、相互に協力してその職責を果たさなければなりません。

（教育訓練を受ける義務）

第47条

会社は社員に対し、その人格を陶治し、知識を高め、技能を練磨するため、ならびに安全衛生を目的として、必要に応じて教育訓練を行ないます。

2

社員は会社の行なう教育をすすんで受けるとともに、自らも常に自己啓発に努める必要があります。

（届出・願出等）

第48条

社員は会社の規程・規則等に定める届出・報告等を、迅速かつ正確に、直接本人が提出するものとします。ただし、特別の事情があるときは代理人が提出することができます。

（事務引継ぎ義務）

第49条

社員は次の各号のひとつに該当するときは、遅滞なく後継者に事務の引継ぎをすることが必要です。

(1)勤務を交替するとき

(2)異動・出向を命じられたとき

(3)退職するとき、または解雇されたとき

（職場規律）

第50条

社員は次の各号を守り、職場秩序の確立に努めなければなりません。

(1)会社への出入りは、必ず所定の場所より行なうこと

(2)朝礼に必ず出席すること

(3)注意事項・伝達事項を見落としたり聞きもらしたりしないように注意すること

(4)就業時間中、常に清潔・質素な服装をし、特に定めがある場合は、所定の服装を着用すること

(5)就業時間中常に所在を明らかにすること

(6)就業時間中自己の業務に関係のない職場への出入りをしないこと

(7)就業時間中必要な会話のほか、みだりに雑談し、喧騒にわたる行為をしないこと

(8)食事・更衣などは所定の時間および場所で行なうこと

(9)風紀を乱さないこと

(10)窃盗・賭博・投機等を行なわないこと

(11)喧嘩・暴行・脅迫にわたる行為をしないこと

(12)流言、悪口、侮辱、強要、勧誘その他迷惑となる行為をしないこと

(13)営利を目的とする金品の貸借、物品の売買を行なわないこと

(14)寄付その他拠出金を募らないこと

(15)社員は休日余暇の利用についても特に留意工夫し、円満な常識人としての識見を培養するとともに、明日への勤労意欲の蓄積に努めること

(16)私用面会は休憩時間中を除き、原則としてこれを認めません。やむを得ず勤務時間中に行なう場合は、所要時間など必要事項を申し出て、所属長の承認を得ること

(17)休暇および代休の場合は、前日までに所定の手続きにより、所属長を通じ会社に届け出なければなりません。ただし、緊急の場合は、当日電話などにより届け出ること

(18)社員は会社の器具物品および貸与物件などを大切に取り扱い、または管理するとともに、常に原価意識をもって経費の節減に努めること

(19)その他前各号に準ずる行動をとること

（政治活動および宗教活動の禁止）

第51条

社員は、勤務時間中および会社施設内において政治活動または宗教活動を行なってはなりません。

2

前項における政治活動とは、政党または人の選挙運動その他政治結社など政治勢力の拡張宣伝のために行なわれる一切の活動をいいます。

3

前項の宗教活動とは、社員に自己の宗教の勧誘宣伝等一切の活動をいいます。

（その他禁止事項）

第52条

社員は、会社の承認を得ないで、会社の施設または敷地内で掲示・貼付・配布・放送・集会・演説・署名運動・物品販売・その他これに類する行為をしてはなりません。

第4章　勤務

■第1節　勤務時間等

（始業終業の時刻および休憩の時間）

第53条

始業・終業の時刻および休憩時間は、原則として次のとおりとします。

（岡山工場）

・昼勤の場合

	始業時刻
	8時30分

	終業時刻
	17時10分

	休憩時間
	正午より60分間

	
	10時30分より10分問

	
	15時00分より10分問


・夜勤の場合

	始業時刻
	19時30分

	終業時刻
	3時30分

	休憩時間
	23時30分より0時30分


（大阪本社）

	始業時刻
	9時00分

	終業時刻
	17時30分

	休憩時間
	正午より60分間

	
	10時30分より10分間

	
	15時00分より10分間


（東京支店）

	始業時刻
	9時00分

	終業時刻
	17時15分

	休憩時間
	正午より60分間


2

営業所に関しては工場に準じます。

3

交替制部門の始業終業の時刻および休憩時間については所属長が定めることがあります。

（出張中の勤務時間）

第54条

社員が出張その他会社の用務を帯びて会社外で勤務する場合で勤務時間を算定しがたいときは、第54条の時間を勤務したものとみなします。ただし、所属長があらかじめ別段の指示をしたときはこの限りではありません。

（始業終業時刻の変更）

第55条

業務の都合により全部または一部の社員について、第53条の始業終業の時刻および休憩の時間を変更する場合があります。ただし、この場合においても１日の勤務時間が実働８時間を超えないこととし、満18歳未満の者については22時より５時までの間にわたらないこととします。

（休憩時間の利用）

第56条

社員は、休憩時間を自由に利用することができます。ただし、外出する場合は所属長の承認を得なければなりません。

（時間外勤務）

第57条

業務の都合上、所定の時間外に勤務させることがあります。

2

前項の時間外勤務は、所轄の労働基準監督署長に届け出た社員代表との時間外勤務協定の範囲内とし、別に定める給与規程により超過勤務手当を支給します。ただし、災害その他避けられない事由によって臨時に時間外勤務をさせる場合は、所轄の労働基準監督署長の許可を受け、または事後届け出により時間外勤務させることがあります。

3

満18未満の者に対しては、前項ただし書の場合を除き通算して実働１日８時間を超えて勤務させることはありません。

4

午後10時を超える残業をするときは、事前に所属長の許可を得ることが必要です。

（時間外勤務の取扱い）

第58条

時間外勤務をするときは作業計画に基づき所定の手続きを経て所属長の承認を得なければなりません。

2

なお、前項の手続きをしないものについては、時間外勤務の取扱いをしない場合があります。

■第2節　休日、休暇等

（休日）

第59条

休日は次のとおりとします。ただし、第3号の休日が含まれる週の第２号および第３号の休日については、年末に労使側で決定します。

(1)毎週日曜日

(2)毎週土曜日

(3)国民の祝日

(4)創立記念日１日間

(5)夏季休日３日間（８月中句）

(5)年末年始休日５日間

2

社員は、創立記念式典に出席する義務を負うものとします。

（休日の振替）

第60条

業務上の都合でやむを得ない場合は、前条の休日を他の日と振り替えることがあります。

2

前項の場合は、前日までに振替による休日を指定して社員に通知します。

（振替休日の取扱い）

第61条

所定の休日に実働７時間20分以上勤務した場合は、所属長の指定により、その翌日から１週間以内に振替休日を与えます。

2

業務の都合でやむを得ず振替休日に出勤させたときは、休日出勤の取扱いをします。

（休日勤務）

第62条

業務上必要がある場合には、第59条の休日に勤務を命ずることがあります。

2

前項の休日勤務は、所轄の労働基準監督署長に届け出た社員代表との休日勤務協定の範囲とし、別に定める給与規程の該当条項により休日勤務手当を支給します。ただし、災害その他避けられない事由により臨時に出勤の必要がある場合は、所轄の労働基準監督署長の許可を受け、事後届出により休日勤務をさせることがあります。

3

満18歳未満の社員については、前項ただし書の場合を除き休日勤務をさせることはありません。ただし、1週間に2日以上の休日がある場合の1日の休日については、この限りではありません。

4

各個人の申請による休日出勤に関しては、振替休日は認めません。各個人の申請による休日出勤は事前に届けがない場合はこれを認めません（休日出勤しても無効となります）。また届書には何時から何時までと記入し、これを守ること。届書に指定された時刻に遅れたり時間内に退社した場合は、遅刻および早退扱いとされます。ただし、業務の都合上、予定時間より早く終了して退社する場合は早退扱いにしません。

（勤務時間、休憩、休日の適用除外）

第63条

次の各号のひとつに該当する者は、第4章第1節および第2節に定めている勤務時間、休憩および休日に関する条項は適用しません。ただし、年次有給休暇、特別休暇を除きます。

(1)課長以上の職位にある者またはこれと同等以上の職にある者

(2)その他職務上の必要で会社が命じた者

（年次有給休暇）

第64条

会社は6ヵ月間継続勤務し所定労働日数の8割以上を出勤した社員に対して、勤続年数に応じて次のとおり年次有給休暇を与えます。

(1)社員として勤続6ヵ月末満の者については、表1のとおり支給します。ただし、当該暫定有給休暇については越年を認めません。

(2)社員として6ヵ月以上勤続した者については、次の1年について次表のとおり年次有給休暇を与えます。ただし、20日を限度とします。

（注）初年度基準日数は、労基法の改正があった場合、それに従うものとする。

表1

	継続勤務年数
	0.5
	1.5
	2.5
	3.5
	4.5
	5.5
	6.5
	7.5
	8.5
	9.5以上

	付与日数
	平成12年度
	10
	11
	12
	14
	16
	17
	18
	19
	20
	20

	
	平成13年度以降
	10
	11
	12
	14
	16
	18
	20
	20
	20
	20


2

第1項(2)号の計算年度において利用しなかった残存年次有給休暇は、次年度に限り繰り越します。

3

当該有給休暇支給についての起算は、１月１日をもってこれを行ないます。

（年次有給休暇の請求）

第65条

社員が年次有給休暇を得ようとするときは、原則として７日前までに所属長の承認を得なければなりません。

2

ただし、業務上やむを得ないときはその時期を変更させることがあります。

（年次有給休暇実施の指導）

第66条

所属長は、所属社員の年次有給休暇を計画的に実施できるように指導しなければなりません。

（特別休暇等）

第67条

勤務1年以上の社員が次の各号のひとつに該当するときは、本人の請求により次の日数および時間を限度として特別休暇等を与えます。

(1)結婚休暇（有給）

a.本人が結婚するとき　5日

b.子女が結婚するとき　2日

c.兄弟姉妹が結婚するとき　1日

(2)忌引休暇（有給）

a.父母・配偶者および子女が死亡したとき

本人喪主のとき　4日

本人喪主でないとき　2日

b.配偶者の父母死亡のとき

本人喪主のとき　2日

本人喪主でないとき　1日

c.その他同居親族死亡のとき　1日

(3)出産休暇

配偶者が出産したとき　１日（有給）

(4)罹災休暇（有給）

天災事変その他これに類する災害に罹り、特に必要と認められた期間

(5)公民権行使の時間および日（有給）

a.選挙権の行使、その他公民としての権利を行使するために必要な時間および日。

b.前号の申し出があった場合に、権利の行使を妨げない限度において、その時間および日数を変更することがあります。

2

赴任休暇・転勤を命ぜられたとき、会社が必と認めた期間について赴任休暇（有給）を与えます。

3

産前・産後休暇・本人が出産のとき、産前6週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）、産後8週間（無給）の産前・産後休暇を与えます。

■第3節　出退社等

（出退社）

第68条

社員は出社および退社の場合は次の各号を守らなければなりません。

(1)通常始業前に出社し、業務開始の準備を整えること

(2)出勤カードは本人自らタイムレコーダーにより打刻を行なうこと

(3)退社は、商品および用具、書類等を整理格納した後に行なうこと

2

次の各号のひとつに該当する社員に対しては出社を禁止し、または退社を命ずることがあります。

(1)酒気を帯びまたは酒類を携帯し、勤務ができないと認めれるとき

(2)火器その他勤務に必要でない危険物、有害物を携帯しているとき

(3)勤務に支障をきたすと認められるとき

(4)安全・衛生上有害と認めるとき

(5)就業時間外に業務以外の目的で入場しようとするとき、または会社内に留まるとき。ただし、会社の許可を得ているときはこの限りではありません

(6)懲戒処分により出勤停止を命じられたとき

(7)業務を妨害し、もしくは会社の秩序を乱し、またはその恐れのある者

（持込・特出の点検）

第69条

社員は出社および退社の場合に、日常携帯品以外の物品を持ち込み、または持ち出そうとするときは、所属長の点検を受けなければなりません。

（遅刻・早退および私用外出等）

第70条

社員が遅刻または早退の場合は、事前に所属長に届け出て承認を得なければなりません。ただし、時間的に余裕のない場合は、事後速やかに所属長に届け出て承認を得ることとします。

2

私用外出しようとする者はあらかじめ所属長の承認を得て休憩時間中に行なうこととします。ただし、特別の事的がある場合は勤務時間中でも許可することがあります。

（欠勤の届出）

第71条

疾病その他やむを得ない事由によって欠勤するときは、あらかじめその理由と予定日数を所属長に届け出て承認を得なければなりません。ただし、やむを得ない事由により届け出のできないときは、欠勤中に届け出をしなければなりません。

（診断書の提出）

第72条

病気欠勤が引き続き７日以上（休日を含む）に及ぶときは、医師の診断書を提出しなければなりません。

（欠勤処理）

第73条

所定の勤務時間において欠勤または遅刻・早退を生じた場合、無届または再三にわたる注意勧告を無視した場合は、所属長はそれを認定しないことがあります。その場合、審査委員会で第24条の懲戒基準条項に照らし処分します。

2

遅刻・早退は3回で1日の欠勤扱いとし、皆勤手当から差し引かれます。また、遅刻・早退の合計が7時間20分を超えるたび、一日欠勤扱いとなり、皆勤手当から差し引かれます。

3

所属長の要請で休日出勤を行なった場合は、振替休日（1週間以内）を指定します。

（遅刻処理）

第74条

やむを得ない交通事情により遅刻し、所属長の承認を受けた場合、および関係交通機関の証明のある場合に限り、遅刻の取扱いをしません。

■第4節　出張

（出張）

第75条

業務上の出張は、所属長の命令に基づき、計画を立てて行なうこととします。

（出張報告）

第76条

出張を命ぜられた者は、所定の方法により出張中の諸事項を報告しなければなりません。

2

報告は原則として所定の様式により行ないます。

（出張旅資）

第77条

出張旅費については、別に定める出張旅費規則および日帰出張旅費規則により支給します。

■第5章　賃金・賞与および退職金

（賃金）

第78条

社員の賃金は、労働の質・量および社員の職務遂行能力、経験等に応じて支給します。

2

社員の賃金は、別に定める給与規程により支給します。

（賞与）

第79条

社員の賞与は、別に定める賞与規則により支給します。

（退職金）

第80条

社員の退職金は、別に定める退職金規則により支給します。

■第6章　慶弔見舞

（慶弔見舞）

第81条

社員の慶弔・傷病・罹災の際は、本人の届け出によりそれぞれ祝金・弔慰金・見舞金を次の各号により支給します。

(1)結婚祝金

社員が結婚した場合

a.勤続5年未満1万円

b.勤続5年以上3万円

(2)出産祝金

社員とその配偶者が子女出産の場合

a.第1子5千円

b.その他3千円

(3)弔慰金

社員とその家族が死亡した場合

a.本人の場合5万円

b.配偶者の場合2万円

c.本人の戸籍上の父母および子女の場合1万円

d.戸籍上の祖父母・兄弟姉妹および配偶者の父母の場合5千円

(4)傷病見舞金

社員が傷病による加療のため1週間以上入院した場合、または1週間以上の傷病欠勤の場合3千円

（5）罹災見舞金

社員または社員の配偶者または社員の父母が所有権を有し、かつ社員が現に居住する住居が災害を被った場合（社員が採用地以外に赴任している場合は、社員が現に居住していない場合でも上記に準じる）。（表1－4）

（表1－4）

	区分
	扶養家族のある場合
	扶養家族のない場合

	全半焼

全半壊

流失
	基準内賃金の1ヵ月以上
	左記の80％

	一部流失

その他
	実情に応じて支給します
	


■第7章　災害補償

（災害補償および業務外の傷病扶助）

第82条

社員が業務上負傷しまたは疾病にかかったときは、労基法の規定に従って療養補償、休業補償、障害補償を行ないます。

2

社員が業務上負傷しまたは疾病にかかり死亡したときは、労基法の規定に従い、遺族補償および葬祭料を支払います。

3

補償を受けるべき者が、同一の事由について労働者災害補償保険法によって、前項災害補償に相当する保険給付を受けるべき場合においては、その給付額の限度において前項の規定を適用しません。

4

社員が業務外の傷病にかかったときは、健康保険法により扶助を受けるものとします。

5

会社は、社員が業務上死亡しまたは重度の負傷、あるいは疾病をしたときは労基法の規定によるもののほかに災害補償を行ないます。

■第8章　安全および衛生

（安全遵守事項）

第83条

社員は安全管理者の指導に従うとともに、労基法および労働安全衛生法にいう関係事項その他の災害防止に関する規則を守り、職場の安全に努めなければなりません。

2

職場の安全に関する取扱事項は、別に定める安全災害規則によります。

（衛生遵守事項）

第84条

社員は衛生管理者その他衛生関係者の指導に従うとともに、労基法および労働安全衛生法にいう関係規則を守り、職場の衛生に努めなければなりません。

（健康診断）

第85条

社員採用の際には、当社指定医により健康診断を実施します。

2

社員に対して定期的（原則として年１回）に、当社指定医による定期健康診断を実施します。なお、必要に応じて社員の全部または一部に対し、健康診断あるいは予防注射を行なうことがあります。

（健康要注意者の措置）

第86条

前条の健康診断の結果、健康保持のため必要と認められたときは、作業の転換、勤務時間の短縮、その他健康上必要な措置をとります。

（就業停止または禁止）

第87条

社員は次の各号のひとつに該当するとき、ならびに社員住居近隣に法定伝染病患者が発生し、伝播の恐れのある場合は、必要期間出勤を停止または禁止することがあります。

(1)法定伝染病患者およびその疑似患者等

(2)精神病にかかったとき

(3)病毒伝播の恐れのある結核患者

(4)伝染性皮膚病または眼病患者

(5)その他会社の指定する医師が不適当と認めた者

■第9章　福利厚生および教育訓練

（福利厚生の基本原則）

第88条

会社は社員の住居・健康・文化・教育・娯楽その他生活関係の向上を図るため、各種の制度および施設をつくり、その充実に努めるものとします。

2

社員は前項の制度および施設等の利用に関し、均等の機会を与えられます。

（行事参加）

第89条

社員は会社の主旨に沿い、文化・スポーツその他の行事に積極的に参加し、健全な気風の醸成と職場環境の向上に努めなければなりません。

（火災予防）

第90条

社員は消火器・救急品の備え付け場所ならびにその使用方法を予め知っておく必要があります。火災その他非常災害の発生を発見し、またはその危険があることを知ったときは、臨機の処置をとるとともに、直ちにその旨を所属長その他居合わせた者に連絡し、その被害を最小限に止めるよう努めなければなりません。

第91条

社員は第47条に定める教育訓練を受ける義務を守り、別に定める教育訓練計画等に基づく教育を受けなければなりません。

付則

1

この規則は、昭和五十七年七月一日から実施します。

2

この規則に基づいて定める細則等は、この規則と同一の効力を有します。

3

会社は、この規則の変更を必要とするときは、労働慣行等を尊重し、社員代表の意見を聴聞したうえで行なうものとします。

4

会社は、この規則および関係諸規則を印刷し、各職場に一部あて常備するとともに、全社員に対し、周知徹底を図ります。

5

平成十二年四月一日改正

届出等フォーム例

住所変更・通勤手当申請書

	申請日　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

所属　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印
	
	
	


	住所変更の理由
	

	新規住所
	ＴＥＬ　　　　（　　　）　　　　　　　　　　　呼出

方

	旧住所
	

	通勤手当
	①新規　②住所変更　③運賃　④通勤方法変更

改訂計画（通勤期間）年月日　　　　　　　　年　　月　　日

	交通機関・通勤方法
	区間
	金額（1ヵ月）

	
	→

→

→
	円

	自動車・自転車

徒歩（　　）
	→

km　　　時間　　分
	円

	通勤手当
	円（1ヵ月）


	通勤の経路図（北を上に、住所付近の道路・目印を詳細に）

（緊急連絡先）

	氏名
	住所・ＴＥＬ

	
	


結　婚　届

	担当役員
	部長
	課長
	係長

	
	
	
	


	申請日

	所属

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印


	配偶者
	氏名

	
	住所

	媒酌人
	氏名

	
	住所

	挙式
	年　　月　　日・場所

	結婚後の住所
	


婚姻証明書（市町村長の証明書）を添付すること

上記の理由により、慶弔見舞規定に従って下記の金額を支給いたします。

年　　月　　日

	￥


	支払い取扱い担当者印
	
	上記金額正に受領いたしました

	
	
	
	
	年　　月　　日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	所属　　　　　　部　　　　　　課

	
	
	
	
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


慶　弔　事　届

	担当役員
	部長
	課長
	係長

	
	
	
	


	申請日

	所属

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　印


	事由
	内容
	
	備考

（特殊事項・添付書類等）

	出生

（本人・配偶者）
	出生年月日

出生者氏名

続柄
	年　　月　　日

（第　　子）
	

	家族死亡
	死亡年月日

死亡者氏名

続柄
	年　　月　　日

（　　才）同居・別居

父・母（実・養・義）

子女（　）

兄・姉・妹（実・義）

祖父・祖母（実・義）
	

	傷病
	病名

入院療養期間

入院先名
	年　月　日～　年　月　日
	

	災害
	災害理由

災害の程度
	火災・水害・風害・その他

全焼・半焼・流出・全壊・半壊・一部損害・床上浸水
	

	その他
	
	
	


上記の理由により、慶弔見舞規定に従って下記の金額を支給いたします。

年　　月　　日

	￥


	支払い取扱い担当者印
	
	上記金額正に受領いたしました

	
	
	
	
	年　　月　　日

	
	
	
	
	所属　　　　　　部　　　　　　課

	
	
	
	
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


届　　　書

	
	有給休暇
	期日
	年　　月　　日～
	日間

	
	欠勤
	
	年　　月　　日
	

	
	特別休暇

（結婚・忌引・出産・その他）
	時間
	午前・後　　時　分～

午前・後　　時　分
	時間
	分

	
	振替休日
	事由

／行先
	

	
	振替休日出勤

（　年　月出勤分・夜勤分）
	処理
	

	
	休日出勤
	
	

	
	早出
	
	

	
	残業
	
	

	
	遅刻
	
	

	
	早退
	
	

	
	外出
	
	

	
	出張
	
	

	
	その他
	
	


・該当する欄に○印をつけること

提出日　　　　年　　　　月　　　　日

殿

所属　　　　　　　　　　社員番号　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　印

	所属長印
	
	
	
	


